
８．道路啓開・航路啓開等の 
   オペレーション計画の策定 

（幹事機関：中部地方整備局） 
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中部地方幹線道路協議会 
道路管理防災・震災対策検討分科会 

 
「中部版 くしの歯作戦」(平成26年5月改訂版) 

【道路啓開オペレーション計画】 
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中部地方幹線道路協議会 
道路管理防災・震災対策検討分科会 

「中部版 くしの歯作戦」（平成２５年６月改訂版）のポイント 

２．新設道路等を踏まえた くしの歯ルートを見直し  

・新たに開通した東駿河湾環状道路、熊野尾鷲道路等を踏まえ、各県のくしの歯ルートの見直しを 

 した。 

１．救援・救護ルート、緊急物資輸送ルート確保に向けたステップを具体化  

・道路啓開のステップを、ステップ１（概ね１日）、ステップ２（３日以内）、ステップ３（概ね１週間以内） 

 に区分してより具体化した。 

３．航路啓開  ・ 排水計画との連携(総合啓開)    

・救援・救護ルート、緊急物資輸送ルート確保に向け、道路啓開・航路啓開・排水作業が密接に連携 
 した計画を策定した。 

４．耐震性向上等に向けた事前対策の抽出      

・くしの歯ルートの耐震性向上等を目指し、橋梁耐震対策、液状化対策等が必要な箇所を抽出した。 



１. 救援・救護ルート、緊急物資輸送ルート確保に向けたステップ 
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中部地方幹線道路協議会 
道路管理防災・震災対策検討分科会 

 

① 耐震化された高速・直轄国道のﾀﾞﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸの相互利用による早期の広域支援ﾙｰﾄ確保と、広域防災拠点の選定 

② 直轄，NEXCO，自衛隊，警察，災害協定業者等が密接に連携した被災状況の把握と情報共有 

③ 被災状況に対応した道路啓開の優先順位を決定と、災害協定業者との連携による迅速な道路啓開作業の開始 

 

 

① 広域支援ルート(くしの軸)から被害が甚大なエリアに至るくしの歯ルートを1～2日で道路啓開(STEP2) 

  ただし、新たな被災情報に基づき道路啓開の優先順位を随時変更 

② 被害が甚大な沿岸ルートを3日以内で道路啓開(STEP3) 

 

 

① 被害が小さいエリアに至るくしの歯ルート・沿岸ルートを道路啓開(STEP2・3) 

   ただし、新たな被災情報、物資輸送情報等に基づき道路啓開の優先順位を随時変更 

② 被害地域全域へのルートを概ね1週間以内で道路啓開(STEP3) 

 

STEP1 広域支援ルート(くしの軸)の確保と道路啓開体制の確立 目標 ： 概ね1日 

STEP2・3 人命救助のためのくしの歯・沿岸ルートの確保 目標 ： 3日以内 

STEP2・3 緊急物資輸送のためのくしの歯・沿岸ルートの確保 目標 ： 概ね1週間以内 

航路啓開 
排水計画 

 

3日以内：人命救助のための救援・救護ルートを確保 【被害の甚大なエリアを中心】 
7日以内：防災拠点等を連絡する緊急物資輸送ルートを確保 【被害地域全域】 

  救援・救護ルート、緊急物資輸送ルート確保のための道路啓開目標 STEP1（概ね１日）、  

 STEP2（3日以内）、STEP3（概ね1週間以内）をきめ細かく区分して具体化 

平成２６年５月改訂版 

平成２５年５月改訂版 

道路啓開目標に向けたステップ 

道路啓開目標 



重要拠点 凡例 

国機関庁舎 

高速道路管理庁舎 

地方公共団体 県本庁舎及び県総合庁舎 

地方公共団体 地方中心都市及び市町本庁舎 

海上保安庁庁舎 

警察本部庁舎 

消防本部庁舎 

空港 (公共用ヘリポート含む) 

非公共用ヘリポート 

港湾関係 指定特定重要港湾 

港湾関係 重要港湾 

港湾関係 地方港湾 

災害拠点病院 基幹災害医療センター 

災害拠点病院 地域災害医療センター 

東海地震、東南海・南海地震 進出拠点 

広域防災活動拠点 

民間物資拠点 ターミナル 

民間物資拠点 倉庫 
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中部版 くしの歯ルート  
凡例 

ItemFile: 02/cbr_kushinoha10-itm.ils??h24kushi

Palette: kushinoha-auto07.pal

「くしの歯ルート」薄太
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Step 1
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Step 3
耐震岸壁アクセス

Step 101 (計画道路)

浸水懸念ルート
浸水懸念ルート(追加)

不明

くしの歯ルート(パレットEMF用)
計画道路(パレットEMF用)
耐震岸壁アクセス
浸水懸念ルート(パレットEMF用)
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c
傘の広さ(角度)
傘の長さ

ItemFile: wd/all/wd_max_all_wd/all.txt

Palette: ../wd_cao5usu.pal

[10mメッシュ]

             |≦ 0.00

     -  0.01 |＜ 0.01
 0.01-  0.3  |＜ 0.30
 0.3 -  1.0  |＜ 1.00
 1.0 -  2.0  |＜ 2.00
 2.0 -  5.0  |＜ 5.00
 5.0 - 10.0  |＜10.00
10.0 - 20.0  |＜20.00
20.0 -       |≧20.00

5dot

津波浸水深(m) 凡例 

平成２６年５月改訂版 

東駿河湾環状道路を追加 

２．くしの歯ルート 《静岡県》 中部地方幹線道路協議会 
道路管理防災・震災対策検討分科会 
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重要拠点 凡例 

国機関庁舎 

高速道路管理庁舎 

地方公共団体 県本庁舎及び県総合庁舎 

地方公共団体 地方中心都市及び市町本庁舎 

海上保安庁庁舎 

警察本部庁舎 

消防本部庁舎 

空港 (公共用ヘリポート含む) 

非公共用ヘリポート 

港湾関係 指定特定重要港湾 

港湾関係 重要港湾 

港湾関係 地方港湾 

災害拠点病院 基幹災害医療センター 

災害拠点病院 地域災害医療センター 

東海地震、東南海・南海地震 進出拠点 

広域防災活動拠点 

民間物資拠点 ターミナル 

民間物資拠点 倉庫 

道の駅 

中部版 くしの歯ルート  
凡例 

ItemFile: 02/cbr_kushinoha10-itm.ils??h24kushi

Palette: kushinoha-auto07.pal

「くしの歯ルート」薄太
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耐震岸壁アクセス

Step 101 (計画道路)

浸水懸念ルート
浸水懸念ルート(追加)

不明

くしの歯ルート(パレットEMF用)
計画道路(パレットEMF用)
耐震岸壁アクセス
浸水懸念ルート(パレットEMF用)
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ItemFile: wd/all/wd_max_all_wd/all.txt
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[10mメッシュ]

             |≦ 0.00

     -  0.01 |＜ 0.01
 0.01-  0.3  |＜ 0.30
 0.3 -  1.0  |＜ 1.00
 1.0 -  2.0  |＜ 2.00
 2.0 -  5.0  |＜ 5.00
 5.0 - 10.0  |＜10.00
10.0 - 20.0  |＜20.00
20.0 -       |≧20.00

5dot

津波浸水深(m) 凡例 

６．救急救命
（フェーズ１）    
６．２．緊急輸送
路の確保【中部版
道路啓開オペレー
ション計画】：ミッ
ション1 

愛知県 

平成２６年５月改訂版 

国道23号名豊道路 
（蒲郡バイパス）を追加 

中部地方幹線道路協議会 
道路管理防災・震災対策検討分科会 ２．くしの歯ルート 《愛知県》 



２．くしの歯ルート 《三重県》 
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中部地方幹線道路協議会 
道路管理防災・震災対策検討分科会 
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平成２６年５月改訂版 

近畿自動車道紀勢線、 
国道42号熊野尾鷲道路を追加 



３. 航路啓開 ・ 排水計画との連携(総合啓開の具体化) 
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中部地方幹線道路協議会 
道路管理防災・震災対策検討分科会 

10km 

三河港 

津松阪港 

名古屋港 

四日市港 

衣浦港 

救援・救護、緊急物資輸送ルート確保に向け、道路啓開・航路啓開・排水作業が密接に連携した計画を策定 

道路啓開・航路啓開 道路啓開・排水計画 

道路啓開 

航路啓開 

排水計画 

• 耐震強化岸壁の点検・応急復旧、航路啓
開を行い、救援物資輸送を開始 

発災後3日以内 

• 人命救助のための救援・援護ルートを確保
（被害の甚大なエリアを中心） 

・防災拠点などを連絡する緊急物資輸送ルートを
確保（被害地域全域） 

（応急復旧・本復旧） 

• 耐震強化岸壁を中心として、緊急物資、要員・資機材等の大量受入・輸送体制
を確立 

発災～概ね1ヶ月 

• 堤防仮締切箇所への進入 • 排水ポンプ車設置箇所への進入、排水作業 

発災後７日以内 総合啓開（時系列） 

 
※海交法上の航路 
 (伊良湖水道航路) を含む 

【海上からの伊勢湾「くまで」作戦】 

      耐震強化岸壁への物資 

      輸送ルート 

【道路啓開（中部版くしの歯作戦）】 

（道路啓開） 

中部版 

くしの歯作戦 



４．耐震性向上等に向けた事前対策の抽出 
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中部地方幹線道路協議会 
道路管理防災・震災対策検討分科会 

橋脚耐震補強 
 (橋脚のRC巻き立て工法) 

 
(法枠工･アンカー工による 
         斜面崩落防止) 

路床改良工 

 くしの歯ルートの耐震性向上等を目指すため、橋梁耐震対策、法面対策、液状化対策、
新規路線整備等の対策箇所を抽出 

対策 
静岡県 
(箇所) 

愛知県 
(箇所) 

三重県 
(箇所) 

計 
(箇所) 

. 橋梁耐震化    
対策 

83 353 192 628 

 .法面対策 30 17 31 78 

 .液状化対策 0 0 33 33 

 .新設路線整
備等 ※１ 

4 17 32 53 

※１：新設高架、道路拡幅、橋梁耐震架替含  ※２：事業中・計画中含 

《橋梁耐震対策》 《法面対策》 

《液状化対策》 《新設路線整備》 
熊野尾張道路（Ⅱ期） 

対策事例 

■各県の対策 

■事前対策を戦略的に進めるため、
今後、整備計画（優先順位等）を策定
していく必要がある。 



 
○南海トラフ巨大地震・津波発生時において、国民生活を維持するため、海上からの緊急物資の供給を迅速に行う 
○伊勢湾地域は我が国の経済活動を支え、産業・物流活動において重要な役割を果たしていることから、緊急物資輸
送だけでなく通常貨物輸送についても早期に回復させる 

目 的 

 

 
◆港湾物流機能の継続・早期回復の目標設定と目標達成のための行動計画 
◆港湾物流に関わる多様な関係者（行政機関、荷主・物流企業等の民間事業者など）による協働 
◆「海上輸送～岸壁での荷役・荷捌き～陸上輸送」を一貫するオペレーションの支援 
◆航路・岸壁等のハード面だけでなく、航行管制、船舶運航、荷役・荷捌き等のソフト面（港湾サービス機能）を含めた総合的な対策 

港湾ＢＣＰの対象範囲 

海上輸送 入港 接岸 荷役 保管・仕分 陸上輸送 

航路 
（港外） 

地方整備局 港湾管理者 

管区海上保安本部 運輸局 入管・税関・検疫（ＣＩＱ） 

海運事業者 水先人・タグ事業者 港湾運送事業者 倉庫業者 

航路 
（港内） 

防波堤 泊地 

岸
壁 荷役機械 倉庫 荷主 臨港道路 一般道路 

陸運事業者 

行政 

民間 

主にハード整備の役割を
担う 

主にソフト面（港湾サー
ビス機能）の役割を担う 

貨物の流れ 

【基本的な考え方】 

港湾機能継続計画【港湾BCP】 

航路啓開オペレーション計画 ～伊勢湾『くまで』作戦～ 
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○南海トラフ巨大地震・津波による被害は極めて広域
に及び、伊勢湾内の個々の港湾における対応だけ
では不十分なことから、港湾相互が連携して湾域全
体として港湾機能の早期回復に努める 

【広域連携】 

【目標の設定】 

緊急物資輸送 

通常貨物輸送 

○発災後３日以内に伊勢湾の各港湾へ
の最小限の海上輸送ルートの確保 

○災害時における限られた施設の効率的
な運用と被災施設の早期復旧の検討 

○伊勢湾地域における通常貨物輸送機
能の回復の考え方（回復目標、優先順
位の設定等）の整理 

 

◆湾口部から各港湾に至る緊急物資海上輸送
ルート（『緊急確保航路』）の航路啓開 

◆航路啓開に必要な要員・資機材の調達等 

広域連携の視点 

◆障害物の引き揚げ 

三河湾 

伊勢湾 

《伊勢湾『くまで』作戦》 

港湾機能継続計画【港湾BCP】 

◆浮遊木材 ◆浮遊木材の回収 

航路啓開オペレーション計画 ～伊勢湾『くまで』作戦～ 
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【伊勢湾港湾広域防災協議会】（H26.3～） 

◇構成員 
 ・国（中部地方整備局、第四管区海上保安本部、中部運輸局） 
 ・港湾管理者（愛知県、三重県、名古屋港管理組合、 
            四日市港管理組合） 
 

※港湾法第50条第4項に則った法定協議会であり、会議での決定事項には
順守義務が生じる。 

【伊勢湾港湾機能継続計画検討会議】（H25.11～） 

◇構成員 
 ・国（中部地方整備局、第四管区海上保安本部、中部運輸局、

CIQ関係機関、陸上自衛隊等） 
 ・港湾管理者（愛知県、三重県、名古屋港管理組合、四日市港

管理組合) 
 ・地元経済界（中部経済連合会、東海商工会議所） 
 ・港湾関係団体（陸運業、海運業等） 
 ・災害協定団体 

【港湾機能継続計画作業部会】 （H24.11～） 

◇構成員 
 ・国（中部地整港湾事務所、海上保安部、中部運輸局、CIQ関

係機関） 
 ・港湾管理者 
 ・港湾関係団体（陸運業、海運業等） 
 ・災害協定団体 

港湾相互の広域連携課題に 
対する基本方針 

伊勢湾ＢＣＰ 

名古屋港 
ＢＣＰ 

三河港 
ＢＣＰ 

衣浦港 
ＢＣＰ 

四日市港 
ＢＣＰ 

津松阪港 
ＢＣＰ 

広域的視点での連携対応 

連絡体制の明確化 
関係行政機関の連携調整 
資機材・燃料の調達 等 

個別港湾での対応 

連携 

連携 

港湾BCP、広域連携に係る検討体制の構築 
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目標時間 関係者の役割分担                 連携 

発災～24時間 24時間～72時間 72時間～ 

地

方

整

備

局 

港

湾

管

理

者 

海

保 

災
害
協
定
団
体 

水

先

人 

タ

グ

事

業

者 

海

運

事

業

者 

港

運

事

業

者 

陸

運

事

業

者 

運

輸

局 
Ｃ

Ｉ

Ｑ 

道
路
管
理
者 

地
方
自
治
体 

活
動 
内
容 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

体制構築 
被災把握 

発 
 

 

災 

津
波
警
報
の
解
除
等
（
想
定
） 

 

緊
急
物
資
輸
送
の
開
始 

◎ ◎ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 

航路啓開 

◎ △ ◎ ○ 

△ ◎ ◎ ○ 

△ ◎ ◎ ○ 

岸壁復旧 

◎ ◎ ○ 

△ ◎ ○ 

◎ ◎ ○ 

△ ◎ ○ 

臨港道路 

△ ◎ ○ △ 

△ ◎ ○ △ 

連
携 

緊急物資 
輸送 

△ ○ ○ ◎ ○ △ 

◎ ○ ○ △ 

◎ ○ △ 

※津波警報解除等により海上作業の安全性が確認された後に、現地作業を開始する。 

①緊急確保航路の測量、啓開、安全確認、利用
可能水域の公表 

⑤耐震強化岸壁から内陸道路に接続する臨港道
路の啓開 

⑥緊急物資の海上輸送 

⑪緊急物資の荷揚げ 

⑫緊急物資の陸上輸送 

②耐震強化岸壁に接続する港内航路の測量、啓
開、安全確認、利用可能水域の公表 

⑦その他利用可能な岸壁に接続す
る港内航路の測量、啓開、安全
確認、利用可能水域の公表 

③耐震強化岸壁の点検・応
急復旧 

④耐震強化岸壁背後ヤード
点検・の応急復旧 

⑧その他利用可能な岸壁の応
急復旧 

⑨その他利用可能な岸壁の背
後ヤードの応急復旧 

⑩その他利用可能岸壁から内陸道
路に接続する臨港道路の啓開 

【凡例】 ◎…主導的役割を担う主体（幹事役）、○…主導的役割を担う主体、△…協議・調整の対象となる主体 

受入 

津
波
警
報
の
解
除
等
（
想
定
） 

体制構築、被災情報の収集、 
被害想定（※） 

発 

災 

緊
急
物
資
の
輸
送
開
始 

※強震計、GPS波浪計、海洋短波レーダーの観測デー
タに基づく被害想定について検討中（中部地整） 

緊急物資輸送に関する行動計画（案） 
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油 

油 

凡 例 
      耐震強化岸壁（緊急物資） 
      くしの歯作戦「STEP１」 
      くしの歯作戦「STEP２」 
      くしの歯作戦「STEP３」 
      緊急輸送道路（臨港道路含む） 
      石油精製供給施設 
 

油 

優先順位 設定の考え方 

発災後 
３日以内 

○緊急物資輸送用の耐震強化岸壁
（霞ヶ浦Ｗ２３）に接続する海上
輸送ルートを確保。 

発災後 
４日以降 

○被災後の緊急点検の結果、利用
可能と判断された岸壁に接続する海
上輸送ルートを確保。 

着目点 内 容 

耐震強化岸壁
へのアクセス
ルート 

○緊急物資輸送用の耐震強化岸
壁に接続するルートを優先する。 

背後道路との
アクセス性 

○道路部局が実施する「くしの歯作
戦」の啓開ルートおよび緊急輸送
道路に直結するルートを優先する。 

啓開作業の迅
速性 

○啓開延長が短く、早期に実施可
能なルートを優先して啓開する。 
○漂流物や海底障害物が少なく、
迅速な啓開が可能なルートを優先
して啓開する。 

施設（岸壁・
ヤード）の使
い易さ 

○岸壁・ヤードの諸元や利用状況を
踏まえ、緊急物資の荷役が行い易
い施設を優先して啓開する。 

燃油輸送ルー
トの確保 

○啓開ルートの優先順位の設定にあ
たっては、油供給施設の立地状況
についても考慮する。 

◆緊急物資輸送ルート選定の着目点 

◆緊急物資輸送ルート（案） 

②W23に接続する港湾区域
内の航路啓開 

（港湾管理者、管区海上保安本
部・保安部、災害協定団体） 

③W23の応急復旧 
（地方整備局、災害協定団体） 

⑪緊急物資の荷揚げ 
（運輸局、港運業者） 

⑫緊急物資の陸上輸送 
（運輸局、陸運業者） 

⑤W23から富田山城線に接続す
る臨港道路の啓開 

（港湾管理者、災害協体団体） 

耐震強化岸壁 
（緊急物資）既設 
霞ヶ浦地区Ｗ23岸壁 
水深12ｍ×延長240ｍ 

※実線で囲んだ吹き出しが優先度の
高い行動内容 

（破線は実線の輸送ルート確保後に
実施する内容） 

⑧W23以外の岸壁の応急復旧 
（港湾管理者、災害協定団体） 

⑩W23以外の岸壁から国道23
号に接続する臨港道路の啓開 

（港湾管理者、災害協定団体） 

耐震強化岸壁 
（緊急物資）H26d完成予定 

四日市地区Ｗ15岸壁 
水深10ｍ×延長245ｍ 

凡 例 
 
 
 

①活動内容 
（主たる実施主体） 

④W23背後ヤードの応急復旧 
（港湾管理者、災害協定団体） 

【緊急輸送ルート（案）～四日市港の例～】 

⑨W23以外の岸壁背後ヤード
の応急復旧 

（港湾管理者、災害協定団体） 

⑥緊急物資の海上輸送 
（運輸局、海運業者、水先
人） 

①緊急確保航路の啓開 
（地方整備局、管区海上保安本
部・保安部、災害協定団体） 

⑦W23以外の岸壁に接続する
航路の啓開 

（港湾管理者、災害協定団体） 

被災地までの内陸道路の啓開 
（道路管理者） 

緊急物資輸送ルートの啓開（案） 
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伊勢湾に係る緊急確保航路 

伊勢湾内の主要な港湾の耐震強化岸壁に接続するように 
湾口部から各港湾区域までを指定。 

１．被災地の状況把握 

大規模地震発生・津波来襲 

２．深浅測量（異常点調査） 

３．航路啓開作業方針・優先順位の決定 

４．障害物の除去 

○防災ヘリ、一般航行船舶、陸上からの目視調査によ
る情報収集 

○マルチビームソナー等を用いた深浅測量によって海底障
害物の状況を面的に把握 
○障害物情報を一元的に集約 

○深浅測量（異常点調査）結果に基づき、啓開作業
の方針および優先順位を決定 

○応急公用負担権限行使の発動の判断 
○潜水調査によって確認した海底障害物および海上浮
遊物の除去作業を実施 

５．確認測量 

○障害物除去が完了した水域について、マルチビームソ
ナー等を用いた確認測量を実施 

６．航路啓開後の利用水深の決定・公表 

○確認測量が完了した水域について、利用水深およびそ
の範囲を決定・公表する 

港湾物流機能の回復 

緊
急
確
保
航
路
の
啓
開
作
業 

【航路啓開の実施手順】 

【凡例】 

● 
公共耐震強化岸壁 
（整備済・整備中） 

● 

● 

● 

● ● ● 

● 
● 

● 
● 

● 

緊急確保航路（H26.1.15） 
※海交法上の航路(伊良湖水道航路) 
を含む 

名古屋港 

四日市港 

三河港 

衣浦港 

開発保全航路（既存） 

● ● 

● 

● 

● 

「緊急確保航路」制度の概要 

○国土交通大臣は、緊急確保航路内において、船舶、船舶用品その他の物件を使用し、
収用し、又は処分することができる。 
○この行為により、損失を受けた者に対し、その損失を補償する。  

○何人も、緊急確保航路内において、みだりに、船舶、土石その他の物件で 国土交通省
令で定めるものを捨て、又は放置してはならない。 
○緊急確保航路内において、水域を工作物の設置等により占用し、又は土砂を採取しよ
うとする者は、国土交通大臣の許可を受けなければならない。 

平常時 

災害時 

 災害時に緊急物資を輸送する船舶の通航ルートを確保するた
め、国が所有者の承諾なく漂流物の除去を行える航路を「緊急
確保航路」として指定。 

港湾区域 

耐震強
化岸壁 

湾域などの港湾区域外の航行
ルートにおいて、障害物を除去
する制度がない 

制度改正前 

制度改正後 

一般水域 

緊急確保航路 

国が緊急確保航路として
指定し、迅速に航路啓開
（障害物の除去） 

 災害時に緊急物資を輸送する船舶の通航ルートを確保するた
め、国が所有者の承諾なく漂流物の除去を行える航路を「緊急
確保航路」として政令で指定。 

「緊急確保航路」制度の概要 

伊勢湾に係る緊急確保航路の指定と実施手順 
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■港湾空港部災害対策本部と各事務所の
体制 

 

地方整備局組織規則第1条第３項により
伊勢湾緊急確保航路は中部地方整備局
が管轄し、地方整備局組織規則第百四十
条第５項により緊急確保航路に関する事
務を分掌する港湾事務所は名古屋港湾事
務所である。 

 

 

 ・港湾空港部災害対策本部の指揮のもと
名古屋港湾事務所、三河港湾事務所、四
日市港湾事務所が連携し、以下の体制に
より航路啓開作業を実施する。  

    

※ただし、緊急確保航路における応急公
用負担権限の行使を行う際には、各事務
所の監督職員の発令を行い、各事務所で
行使の判断をした上で、名古屋港湾事務
所長が応急公用負担権限行使の発動を
行う体制となる。監督職員は、原則、立会
を行うものとする。 

 

港湾空港部災害対策本部の指揮のもと名
古屋港湾事務所、三河港湾事務所、四日
市港湾事務所が連携し、以下の体制によ
り航路啓開作業を実施する。 

 

伊勢湾に係る緊急確保緊急確保航路につ
いては、名古屋港湾事務所のみで対応す
ることが困難なことも想定されるため、三
河港湾事務所、四日市港湾事務所とも航
路啓開作業にあたることを前提として、名
古屋港湾事務所長に報告するものとした。 

災害協定業者 
（四日市港事務局）   
（津・松阪港事務局） 

災害協定業者 
（三河港事務局） 
（衣浦港事務局） 

災害協定業者 
（名古屋港事務局） 

・啓開作業の優先順位 
・事前測量（異常点調査）の確認 
・事後測量（異常点有無の確認）の方法・分担・審査 
・安全確認、暫定供用開始の公表 

災害協定に
基づく要請 

【協議・調整】 

【災害協定団体】 

※応急対策連絡協議会構成団体 
 

 ・(一社)日本埋立浚渫協会中部支部         
 ・(一社)日本起重技術協会中部支部  
 ・中部港湾空港建設協会連合会 
 ・全国浚渫業協会東海支部 

災害協定業者 
（四日市港湾地区幹事） 

災害協定業者 
（三河港湾地区幹事） 

災害協定業者 
（名古屋港湾地区幹事） 

・障害物揚収作業 

(一社)海洋調査協会 

災害協定業者 
（三重地区支部） 

災害協定業者 
（三河地区支部） 

災害協定業者 
（名古屋地区支部） 

(社)日本潜水協会 

・異常点調査作業 
・確認測量 

・障害物調査・揚収時 
 の潜水作業 

応急対策連絡協議会※ 

応急公用負担権限 
行使の流れ 
 

中部地方整備局 
港湾空港部 
災害対策本部 

名古屋港湾事務所 
（緊急確保航路主管事務所） 

三河港湾 
事務所 

四日市港湾 
事務所 

第四管区            
海上保安本部 

緊急確保航路啓開の実施体制 
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浮遊物・沈降物の調査 

応急公用負担権限の行使を判断 

権限行使の作業範囲・揚収方法の指示 

迅速な障害物の除去 
（破損も許容） 

応急公用負担適用の報告 

極力破損させない方法 
での障害物の除去 

海洋汚染の可能性 
 

有価物の可能性 

潜水作業 
の危険性 

除去に長時間を要
する種類・量 

Yes 

No 

No 

Yes 

No 

Yes 

※１ 

※１ 

※２ 

      災害協定業者が実施する内容 
※１）必要に応じて国土交通省職員が現場に立ち会い確認 
※２）実施可能な揚収方法については災害協定業者と協議 

応急公用負担権限とは 
 非常災害時において、緊急の必要があ
ると認められるとき、他人の物件等で支
障となるものを収用、処分することができ
る権限をいう。 

【応急公用負担権限による障害物揚収作業の違い】 

ワイヤーによる吊り上げでの
揚収作業 

グラブバケットによる揚収
作業（揚収物が破損す
る可能性がある） 

応急公用負担権限を 
行使しない場合 

応急公用負担権限を 
行使する場合 No 

Yes 

緊急確保航路啓開における応急公用負担権限行使の判断フロー 
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【広域連携体制の具体化】 
 ○港湾機能の早期回復を図るためには、関係機関や災害協定団体との広域連携体制を構築する必要があり、その
具体化に向けた検討を進める。 

【通常貨物輸送の回復の考え方の検討】 
 ○緊急物資輸送に引き続き、コンテナ、完成自動車、穀物等のバルク貨物等の通常貨物輸送の回復の考え方につ
いて検討を行う。 

【防災訓練による見直しと実効性の向上】 
 ○図上訓練、実働訓練を通じて、航路啓開オペレーション計画の見直しを行うとともに、実効性の向上を図る。 

中部地方 
整備局 

第四管区
海上保安
本部 

港湾 
管理者 

道路 
管理者 

地方 
自治体 

災害協
定団体 

中部 
運輸局 

海運 
事業者 

港運 
事業者 

その他 
関係者 

連携 連携 

連携 

【関係機関との連携体制】 
【災害協定の締結】 

【広域連携体制の具体化】 

 ○港湾機能の早期回復を図るためには、関係機関や災害協定団体との広域連携
体制を構築する必要が 

    あり、その具体化に向けた検討を進める。 

 

【通常貨物輸送の回復の考え方の検討】 

 ○緊急物資輸送に引き続き、コンテナ、完成自動車、穀物等のバルク貨物等の通
常貨物輸送の回復の考 

   え方について検討を行う。 

 

【防災訓練による見直しと実効性の向上】 

 ○図上訓練、実働訓練を通じて、航路啓開オペレーション計画の見直しを行うとと
もに、実効性の向上を図 

   る。 

 

要請 

担当 内　　　　　　　　容 締　結　者

一般社団法人日本埋立浚渫協会中部支部長

一般社団法人日本海上起重技術協会中部支部長

中部港湾空港建設協会連合会会長

全国浚渫業協会東海支部長

港湾施設点検、港湾施設調査支援に関する災害
協定

一般社団法人海洋調査協会会長

潜水調査支援に関する災害協定 一般社団法人日本潜水協会会長

港湾施設調査・設計支援に関する災害協定 一般社団法人港湾技術コンサルタンツ協会会長

防災エキスパート施設点検支援に関する災害協
定

NPO法人中部みなと防災ネット理事長

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ支援（水中部調査）に関する災害
協定

一般社団法人日本潜水協会会長

港湾
空港部

緊急的な応急対策業実施に関する災害協定

今後の取り組み 
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A 

 B 

C 
D 

 E 

 F 

・堤防決壊箇所、浸水域・浸水位、道路・橋梁等の被災状況調査 

・既設排水機場、広域活動拠点の被災状況調査 

・災害対策車（排水ポンプ車、 

照明車等）、重機、資機材等の 

確保・搬入 

・高速道路（伊勢湾岸道路等） 

からの荷下ろしも活用 

・堤防仮締切により堤内への海水の逆流を防止 

・優先度の高いブロックから順次排水作業を実施 

・排水機場、排水ポンプ車により排水し、広域支援ルート等を早期確保 

・各排水ブロック内の主要施設、道路網等の浸水状況整理 

・堤防仮締切、排水手順の検討 

 堤防決壊状況、浸水状況、道路等被災状況の調査 

 資機材等の確保、搬入 

 堤防仮締切 （締切高：朔望平均満潮位 T.P.+1.2m） 

 排水作業 （浸水位 T.P.+0.0mからの排水） 

 堤防仮締切、排水手順の検討 

 進入ルートの確保（道路啓開） 

・堤防仮締切、排水箇所までの 

進入ルートを確認 

・道路啓開・航路啓開と連携し、 

進入ルートを確保 

給
油
体
制
の
確
保 

地震・津波による浸水想定 
［出典：南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）を参考に河川部で作成］ 

日本最大の海抜ゼロメートル地帯である濃尾平野において、南海トラフの巨大地震による津波浸水被害を想定。 

道路啓開・航路啓開との連携により、堤防仮締切・排水作業を実施し、浸水範囲を順次解消。 

人命救助、孤立避難者の救出、早期の復旧復興等のための広域支援ルートを確保。 

■排水計画の考え方 

■浸水想定 ■排水作業手順 

東日本大震災における浸水状況 
（出典：東北地方整備局） 

最大浸水エリア 

排水対象エリア(T.P.0.0m) 

破堤箇所（6ヵ所、延長約10km） 

最大クラスの震度分布 
［出典：南海トラフの巨大地震モデル検討会］ 

・堤防決壊箇所、浸水域・浸水位、道路・橋梁等の被災状況調査 

・既設排水機場、広域活動拠点の被災状況調査 

・災害対策車（排水ポンプ車、 

照明車等）、重機、資機材等の 

手配・確保 

・広域防災拠点等への集約 

・道路啓開箇所へ搬入 
  

・道路啓開等により確保された 

進入ルートにより資機材を搬入 

・高速道路（伊勢湾岸道路等） 

からの荷下ろしも活用 

・堤防仮締切により浸水位T.P.0.0m以下で海域と遮断。 

・T.P.+0.0mへ自然排水を見込む 

 

・海域と遮断されたブロックから順次排水作業を実施 

・排水機場、排水ポンプ車により排水し広域支援ルート等を早期確保 

・各排水ブロック内の主要施設、 

道路網等の浸水状況整理 

・堤防仮締切、排水手順の検討 

 堤防決壊状況、浸水状況、道路等被災状況の調査 

 資機材等の確保、搬入 

 堤防仮締切 （締切高：朔望平均満潮位 T.P.+1.2m） 

 排水作業 （浸水位 T.P.+0.0mからの排水） 

 堤防仮締切、排水手順の検討 

 進入ルートの確保（道路啓開） 

・仮締切、排水箇所までの進入 

ルートを確認 

・道路啓開・航路啓開と連携し、 

進入ルートを確保 

給
油
体
制
の
確
保 
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【伊勢湾岸道】 

湾岸弥富
IC 

飛島
IC 

名港中央
IC 

R1 

R23 

R302
 

長島
IC 

桑名東
IC 

弥富IC 

湾岸桑名
IC 

湾岸長島
IC 

至 

みえ川越 
IC 

弥富木曽岬
IC 

■ブロック分割と進入ルート
検討 

規模の大きな河川・合流支川

河川・水路

海岸堤

輪中堤

地形（山付け、標高）

流域界・排水区域界

規模の大きな河川・合流支川

河川・水路

海岸堤

輪中堤

地形（山付け、標高）

流域界・排水区域界

海抜ゼロメートル地帯
最大浸水エリア(T.P.1.2m)
排水対象エリア(T.P.0.0m)

最大浸水エリア(T.P.1.2m)

排水対象エリア(T.P.0.0m)

海抜ゼロメートル地帯
最大浸水エリア(T.P.1.2m)
排水対象エリア(T.P.0.0m)

最大浸水エリア(T.P.1.2m)

排水対象エリア(T.P.0.0m)

    稼働可能な排水機場 

    活動拠点 

19 

海抜ゼロメートル地帯を 河川堤防や連続した盛土構造物等で排水ブロックに分割して排水作業を検討。 

浸水ブロック内にある防災関連施設や道路等の被災状況を把握。（既整理済みのデータ集を活用） 

浸水ブロック内で稼働可能な排水機場を把握。（既整理済みのデータ集を活用） 

道路啓開、航路啓開と連携して堤防仮締切箇所及びポンプ排水箇所への進入ルート（STEP4、5）を確保。 

：STEP-1 

：STEP-2   

：STEP-3 

：STEP-4（堤防仮締切） 

：STEP-5（排水作業） 

3 ：活動拠点(資機材の搬入・搬出等) 

：高速道路ＩＣ 

：浸水範囲 

3 ：排水箇所 (排水ﾎﾟﾝﾌﾟ車) 

：破堤箇所 
（6ヶ所、延長約10km） 

東日本大震災で浸水・
損傷した排水機場 
［出典：東北地方整備局］ 

ブロック境界区分 

■ブロック分割 ■進入ルート（STEP4、STEP5） 
くしの歯作戦 

（道路啓開） 

濃尾平野の排水計画 



■堤防仮締切、排水作業 

中部地整管内の資材を用いて朔望満潮位（T.P.+1.2m）までの堤防仮締切を設置し海域と遮断。 

稼働可能な排水機場と排水ポンプ車（他地整からのポンプ車応援についても検討）により効率的に排水を実施。 

道路啓開状況（被災直後、道路啓開後） 航路啓開状況 

盛土と捨石による堤防仮締切設置状況 

ポンプ車排水状況 

給油状況 堤防仮締切設置イメージ ※写真の出展は東北地方整備局 

大型土のうによる堤防仮締切設置状況 

濃尾平野の排水計画 
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堤防決壊、浸水被害状況等について、現地調査及び各自治体等からの情報により中部地整で集約。 

政府緊急現地対策本部、中部地整及び県災害対策本部にて調整し、中部地整より堤防仮締切・排水作業を指示。 

道路啓開、航路啓開との連携のもと、災害協定業者は排水計画に基づき、堤防仮締切、排水作業を実施。 

【 関係者の役割 】 

○早期の堤防仮締切、排水作業には、 
河川管理者、災害協定業者、関係者相 
互の協力が不可欠 

○発災直後からの「くしの歯作戦」 
(STEP1 ～ 3) の道路啓開により、堤防仮 
締切、排水箇所への進入ルートを確保 

○河川管理者の指示により、災害協定 
業者は堤防仮締切、排水作業等を実施 

○航路啓開により排水機場燃料等の輸 
送ルートを確保 

○排水作業により浸水範囲を順次縮 
小・解消し、人命救助、 孤立避難者の 
救出、早期の復旧・復興 のための広域支 
援ルートの確保を支援 

○排水が完了したエリアから本格的な 
復旧・復興に着手 

【 関係者の役割 】 

○早期の堤防仮締切、排水作業には、 
河川管理者、災害協定業者、関係者相 
互の協力が不可欠 

○発災直後からの「くしの歯作戦」 
(STEP1 ～ 3) の道路啓開により、堤防仮 
締切、排水箇所への進入ルートを確保 

○河川管理者の指示により、災害協定 
業者は堤防仮締切、排水作業等を実施 

○航路啓開により排水機場燃料等の輸 
送ルートを確保 

○排水作業により浸水範囲を順次縮 
小・解消し、人命救助、 孤立避難者の 

のための広域支 
援ルートの確保を支援 

○排水が完了したエリアから本格的な 
復旧・復興に着手 

災害対策本部 
政府（各省庁） 

国土交通省 
（本省） 

政府緊急現地 
対策本部 

中部地方整備局 
災害対策本部 

調整 

決定 

県 
災害対策本部 

調整 

通知 

調整 

決定 

指示 

河川管理者 
（直轄事務所） 

県・政令市 
各建設事務所 

連携 

指示 調整 指示 調整 連携 

道路管理者 

港湾管理者 

自衛隊 

警察・消防 

指示 

災害協定業者 災害協定業者 

※ 堤防締切、排水作業の実施 

災害対策本部 
政府（各省庁） 

国土交通省 
（本省） 

政府緊急現地 
対策本部 

中部地方整備局 
災害対策本部 

調整 

決定 

県 
災害対策本部 

調整 

調整 

決定 

指示 

河川管理者 
（直轄事務所） 

県・政令市 
各建設事務所 

連携 

指示 調整 指示 調整 連携 

道路管理者 

港湾管理者 

自衛隊 

警察・消防 

指示 

災害協定業者 災害協定業者 

※ 堤防締切、排水作業の実施 

指示 指示 

【関係者の役割】 
 
○早期の堤防仮締切、排水作業には、河川管

理者、災害協定業者、関係者相互の協力が
不可欠 

 
道路管理者： 
○発災直後からの「くしの歯作戦」(STEP1～3) 

により堤防仮締切箇所、排水箇所への進入
ルートを確保 

 
港湾管理者： 
○「くまで作戦」により排水機場燃料等の海上

輸送ルートを確保 
 
河川管理者： 
○堤防仮締切箇所まで（STEP4）、排水箇所 

まで（STEP5）の道路啓開を実施 
○堤防仮締切、排水作業等を実施 
 
県： 
○被災状況の確認、県管理区間の道路啓開 
 
自衛隊、警察等： 
○役割分担等について今後調整 

■排水作業実施体制と役割分担 

濃尾平野の排水計画 
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 ○被災状況の確認 
  ※浸水状況・排水機場の点検 
 ○県管理区間の道路啓開 
 
★リエゾンの派遣・情報共有 

○航路啓開により排水機場燃料
等の輸送ルートを確保 

○発災直後からの「くしの歯作戦」
(STEP1～3)の道路啓開により、
堤防仮締切、排水箇所への進入
ルートを確保 

災害協定業者（愛知県） 
０ ）道路啓開（STEP4） 

１ ）仮締切資機材搬入 
２ ）仮締切施工  

中部地方整備局 

県災害対策本部 

連 
携 

道路管理者 

港湾管理者 

自衛隊 

警察・消防 

調整 

■災害対策本部 

□ 河川班 

□ 道路班 

□ 港湾班 

くしの歯作戦 
【道路啓開 STEP1～3】 

くまで作戦 
【航路啓開】 

被災調査 

 庄内川（対策班①） 

他地整等の応援（対策班②） 

指揮連絡系統 

    中部地整災害対策本部    愛知ブロック：庄内川河川事務所 

      （リエゾン含）      三重ブロック：木曽川下流河川事務所 

       岐阜ブロック：木曽川上流河川事務所 
状況により後方支援 

災害協定業者（三重県） 
０ ）道路啓開（STEP4） 

１ ）仮締切資機材搬入 
２ ）仮締切施工  

 木曽下流（対策班①） 

災害協定業者（岐阜県） 
０ ）道路啓開（STEP4） 

１ ）仮締切資機材搬入 
２ ）仮締切施工 

 木曽上流（対策班①） 

岐阜ブロック 

三重ブロック 

愛知ブロック 
災害協定業者（愛知県） 

３ ）道路啓開（STEP5） 

４ ）排水作業資機材搬入 
５ ）排水ポンプ車運転  

 庄内川（対策班②） 

災害協定業者（三重県） 
３ ）道路啓開（STEP5） 

４ ）排水作業資機材搬入 
５ ）排水ポンプ車運転  

 木曽下流（対策班②） 

岐阜ブロック 

三重ブロック 

愛知ブロック 

災害協定業者（岐阜県） 
３ ）道路啓開（STEP5） 

４ ）排水作業資機材搬入 
５ ）排水ポンプ車運転  

 木曽上流（対策班②） 

濃尾平野の排水計画 
【道路啓開 STEP4～5、堤防仮締切、排水作業】 

堤防仮締切 

排水作業 

濃尾平野の排水計画 
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人命救助、緊急物資輸送ルート確保に向けて、道路啓開・航路啓開・排水作業が密接に連携。 
・道路啓開（道路部）：高速道路等の広域支援ルート、港湾・空港、防災拠点などを連絡するルート及び堤防締切・排水作業に係る進入ルートを確保 
・航路啓開（港湾空港部）：緊急物資輸送及び港湾物流機能回復に向けて、海からの大量輸送ルートを確保（「くまで」作戦） 
・排水作業（河川部）：濃尾平野が浸水した場合に早期の堤防締切・排水作業により広域支援ルート等を確保 
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【オペレーション計画のイメージ】 

○航路啓開オペレーション計画 

三河湾 

伊勢湾 

大規模な緊急物資の受け入れを可能とす
る海上輸送ルート 「くまで」 作戦 

◎連携具体イメージ 

○道路啓開STEP1（高速道路等
の広域支援ルート） 

○道路啓開STEP2   
（沿岸部アクセスルー
ト） 

○救援船舶による
海からの供給ルート
（航路、岸壁及び幹
線道路までの搬送
ルート） 

道路
啓開 

航路
啓開 

港湾エリア 

※広域な海抜ゼロメートル地帯である濃尾 
  平野が浸水した場合、排水作業による浸 
  水対策を早期に実施する。 

STEP１：高速道路等の広域支援ルート 
STEP２：沿岸部（被災地）アクセスルート 
STEP３：沿岸沿いルート 

道路啓開・航路啓開・排水作業が密接に連携した人命救助、緊急物資輸送ルートの確保 

○道路啓開オペレーション計画
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○道路啓開、航路啓開の密接な連携により、
緊急物資輸送ルートを確保
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は緊急支援物資等の
海上輸送ルートをイメージ

【オペレーション計画のイメージ】

○航路啓開オペレーション計画

※広域な海抜ゼロメートル地帯である濃尾平野が
浸水した場合、排水作業による浸水対策を早期に
実施する。

STEP１：高速道路等の広域支援ルート
STEP２：沿岸部（被災地）アクセスルート
STEP３：沿岸沿いルート

大規模な緊急物資の受け入れを可能とする
海上輸送ルート 「くまで」 作戦

伊勢湾・三河湾内における緊急物資輸送ルート（案）
～伊勢湾「くまで」作戦～

○道路啓開オペレーション計画 

○航路啓開オペレーション計画 

STEP１：高速道路等の広域支援ルート 
STEP２：沿岸部（被災地）アクセスルート 
STEP３：沿岸沿いルート 

大規模な緊急物資の受け入れを可能とする
海上輸送ルート 「くまで」 作戦 

伊勢湾・三河湾内における緊急物資輸送ルート（案）
～伊勢湾「くまで」作戦～

伊勢湾・三河湾における緊急物資輸送ルート 

～伊勢湾「くまで」作戦～ 
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○道路啓開、航路啓開の密接な連携により、
緊急物資輸送ルートを確保 
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○道路啓開・排水計画 

救助・緊急輸送のための総合啓開 
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発災から３日後 発災から７日後 

道路啓開  

航路啓開 

発災 

１．対応方針 
   H24.8及びH25.3内閣府発表被害想定より、以下２つのオペレーションを想定した。 
 

 ① 大規模な浸水を見込まないエリアでのオペレーション（濃尾平野が浸水しない場合を含む） 

※1 家屋倒壊等による被災者の救助を優先する。 
※2 津波警報解除等により海上作業の安全性が確認された後に、現地作業を開始する。 
※3  各行政機関等から建設企業への出動要請の輻輳による混乱を回避するため、建設業団体等との包括的 
    な調整体制の構築を推進する。 
 

津波警報解除等※2 

緊急物資輸送 

救援物資輸送 

人命救助※1 

ルート確保 ルート確保 

大量物資受入・輸送 

※3 

救助・緊急輸送のための総合啓開 
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※1 排水が完了するまでは、浸水エリアに取り残された孤立者等のボート、ヘリ等による救援・救護が必要。 
※2 航路啓開は、堤防締切箇所への人員・資機材、排水機場への燃料等の海からの輸送・供給とも連携を図る。 
※3 各行政機関等から建設企業への出動要請の輻輳による混乱を回避するため、建設業団体等との包括的 
    な調整体制の構築を推進する。 

発災 

参 考 

排水作業 堤防締切 排水作業 

航路啓開により排水機場燃
料等の輸送ルートを確保 

１．対応方針 
  ② 大規模な浸水が見込まれるエリアでのオペレーション（濃尾平野のうち浸水するエリア）  

道路啓開により堤防締切
箇所・排水箇所への進入
ルートを確保 

道路啓開･
応急復旧 

排水が完了したエリアから順
次、道路応急復旧を推進 

道路啓開 

応急復旧 

孤立者等の救援・救護※1 

排水作業完了 

物資輸送 

ルート確保 

堤防締切が完了したブロック
から排水作業実施 

航路啓開により人員・資機
材等の輸送を支援※２ 

※3 

救助・緊急輸送のための総合啓開 
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